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平成 26 年 7 月 16 日 

 

各 位 
会 社 名 コ ン ド ー テ ッ ク 株 式 会 社 

代 表 者 代表取締役社長 近藤 勝彦 

（コード番号 7438 東証第 1部） 

問合せ先 専務取締役管理本部長 安藤 朋也 
（Tel（06）6582－8441） 

 

 

中央技研株式会社の株式取得（子会社化）に関する基本合意書締結のお知らせ 

 

 

当社は、平成 26 年 7 月 16 日開催の取締役会において、中央技研株式会社の株式を取得し、子会社化す

ることについて決議し、同日付で同社と基本合意書を締結いたしましたので、下記のとおりお知らせいた

します。 

 

記 

 

１．株式の取得の理由 

当社グループは、鉄骨建築で使用されている耐震用筋交い「ターンバックルブレース」やその基礎

部材である「アンカーボルト」などをはじめとする建築、土木用金物の製造並びにインフラ関連資材

の卸売業を全国展開し、製造部門を持つ商社としてコンドーブランドの浸透を図ってまいりました。

また、平成 22 年に電設資材卸売業の三和電材株式会社を子会社化し、太陽光発電、LED 照明等の環境、

エコ関連等の注目される成長分野への事業展開や、平成 24 年には経済発展が著しい ASEAN 諸国との

海外取引強化を目的としたタイ国での現地法人設立など、中長期的な企業価値向上を図っております。 

一方、中央技研株式会社は産業の自動化・省力化の分野において、創業 30 年余りに渡り強固な顧

客基盤を構築し、事業を拡大してきました。自動車、セラミック部品、家電関連向けの電子部品、産

業機械、自動組立機、組立ラインを主体に各種機械装置、省力化機器、搬送ライン等の設計から製造

まで手掛けております。 

これら両社の既存の商材・顧客基盤において重複する部分は少なく、また、プロダクト戦略として

は、中央技研株式会社の数々の経験と独創的なノウハウを活かし、両社の技術融合によって、当社の

多品種少量生産における製品の高効率生産を強化し、付加価値の高い製品を市場に投入することでさ

らなる企業価値向上に努めてまいります。 

 

２．異動する子会社（中央技研株式会社）の概要 

（１） 名 称 中央技研株式会社 

（２） 所 在 地 滋賀県犬上郡甲良町池寺 1164‐7 

（３） 代表者の役職・氏名 
代表取締役会長 松宮 清次 

代表取締役社長 辻 伸一 
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（４） 事 業 内 容 各種機械装置、省力化機器、搬送ライン等の設計及び製造 

（５） 資 本 金 10 百万円(平成 26 年 5 月期末時点) 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 56 年 3 月 

（７） 大株主及び持株比率 
松宮 清次 91.5％ 

その他株主 5名 8.5％ 
 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係は

ありません。 

また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係

者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はあり

ません。 

人 的 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係は

ありません。 

また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係

者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関係はあり

ません。 

取 引 関 係

当社と当該会社との間には、営業上の取引関係があ

ります。 

また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係

者及び関係会社の間には、特筆すべき取引関係はあり

ません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

 決算期 平成 23 年 5 月期 平成 24 年 5 月期 平成 25 年 5 月期 

 純 資 産 △2百万円 △19 百万円 △12 百万円

 総 資 産 99 百万円 64 百万円 77 百万円

 １ 株 当 た り 純 資 産 △11,555 円 △96,410 円 △60,715 円

 売 上 高 118 百万円 147 百万円 142 百万円

 営 業 利 益 △3百万円 △14 百万円 10 百万円

 経 常 利 益 △2百万円 △16 百万円 8 百万円

 当 期 純 利 益 △2百万円 △16 百万円 7 百万円

 １株当たり当期純利益 △14,290 円 △84,855 円 35,695 円

 １ 株 当 た り 配 当 金 －円 －円 －円

 

３．株式取得の相手先の概要 

１) 

（１） 名 称 松宮 清次 

（２） 住 所 滋賀県犬上郡 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人(その近親者、当該個人及びその近親者が過半数

所有している会社等並びにその子会社を含む。)との間には、記載

すべき資本関係・人的関係・取引関係はありません。 

また、当社の関係者及び関係会社と当該個人並びに当該個人の関

係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係・人的関係・取引

関係はありません。 
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２）その他株式取得の相手先 

（１） 個人 5名 

（２） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社との資本関係・人的関係・取引関係はありません。 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

0 株 

（議決権の数：   0 個） 

（所有割合 ：  0.0％） 

（２） 取 得 株 式 数 
200 株 

（議決権の数：  200 個） 

（３） 異動後の所有株式数 

200 株 

（議決権の数：  200 個） 

（所有割合 ： 100.0％） 

（注）取得価額は今後決定いたします。 

 

５．日 程 

株式譲渡契約、株式譲渡実行日をいずれも 8月上旬を予定しております。 

 

６．今後の見通し 

今後、基本合意契約書に基づき、株式譲渡条件についての交渉を進めてまいりますが、当社及び当

社連結業績への影響は軽微であります。 

 

以 上 


